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【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 7,900,000,000円

 

【発行登録書の内容】

提出日 2024年８月22日

効力発生日 2024年８月30日

有効期限 2026年８月29日

発行登録番号 ６－関東１

発行予定額又は発行残高の上限（円） 発行予定額　1,300,000百万円

【これまでの募集実績】

（発行予定額を記載した場合）

番号 提出年月日 募集金額（円） 減額による訂正年月日 減額金額（円）

６－関東１－１ 2024年10月９日  85,000,000,000円 － －

６－関東１－２ 2025年１月10日  70,000,000,000円 － －

６－関東１－３ 2025年４月10日  90,000,000,000円 － －

６－関東１－４ 2025年７月３日 125,000,000,000円 － －

６－関東１－５ 2025年７月３日  10,000,000,000円 － －

６－関東１－６ 2025年８月８日  10,000,000,000円 － －

６－関東１－７ 2025年10月８日  80,000,000,000円 － －

６－関東１－８ 2026年１月９日  80,000,000,000円 － －

６－関東１－９ 2026年４月８日 125,000,000,000円 － －

実績合計額（円）
675,000,000,000円

（675,000,000,000円）
減額総額（円） なし

　（注）１．実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基

づき算出しております。

　　　　２．今回の募集とは別に、株式会社日本政策投資銀行第214回無担保社債（社債間限定同順位特約付）［券面総

額又は振替社債の総額55,000,000,000円（発行価額の総額55,000,000,000円）］、株式会社日本政策投資銀行

第215回無担保社債（社債間限定同順位特約付）［券面総額又は振替社債の総額47,100,000,000円（発行価額

の総額47,100,000,000円）］及び株式会社日本政策投資銀行第216回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

［券面総額又は振替社債の総額20,000,000,000円（発行価額の総額20,000,000,000円）］を発行すべく、2026

年７月８日に発行登録追補書類（発行登録追補書類番号６－関東１－10）を関東財務局長へ提出し、また株式



会社日本政策投資銀行第217回無担保社債（社債間限定同順位特約付）［券面総額又は振替社債の総額

5,000,000,000円（発行価額の総額5,000,000,000円）］を発行すべく、2026年７月８日に発行登録追補書類

（発行登録追補書類番号６－関東１－11）を関東財務局長へ提出しましたが、いずれも2026年７月23日が払込

期日であり、本発行登録追補書類提出日（2026年７月８日）現在払込みが完了していないため、上記実績合計

額欄の算出には加算されておりません。

【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額） 625,000百万円

（625,000百万円）

（注）１．残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下

段（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づき

算出しております。

２．今回の募集とは別に、株式会社日本政策投資銀行第

214回無担保社債（社債間限定同順位特約付）［券面総

額又は振替社債の総額55,000,000,000円（発行価額の

総額55,000,000,000円）］、株式会社日本政策投資銀

行第215回無担保社債（社債間限定同順位特約付）［券

面総額又は振替社債の総額47,100,000,000円（発行価

額の総額47,100,000,000円）］及び株式会社日本政策

投資銀行第216回無担保社債（社債間限定同順位特約

付）［券面総額又は振替社債の総額20,000,000,000円

（発行価額の総額20,000,000,000円）］を発行すべ

く、2026年７月８日に発行登録追補書類（発行登録追

補書類番号６－関東１－10）を関東財務局長へ提出

し、また株式会社日本政策投資銀行第217回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）［券面総額又は振替社債

の総額5,000,000,000円（発行価額の総額

5,000,000,000円）］を発行すべく、2026年７月８日に

発行登録追補書類（発行登録追補書類番号６－関東１

－11）を関東財務局長へ提出しましたが、いずれも

2026年７月23日が払込期日であり、本発行登録追補書

類提出日（2026年７月８日）現在払込みが完了してい

ないため、上記残額欄の算出には加算されておりませ

ん。

（発行残高の上限を記載した場合）

該当事項はありません。

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額） －円
 

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄 株式会社日本政策投資銀行第218回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額（円） 金7,900,000,000円

各社債の金額（円） 金１億円

発行価額の総額（円） 金7,900,000,000円

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 利率決定日（別記「利息支払の方法」欄第１項第（2）号①に定義する。）に

おけるTONA（日次累積複利レート）（別記「利息支払の方法」欄第１項第

（2）号①に定義する。）に0.165％を加えた値（ただし、かかる利率が０％を

下回る場合は、０％とする。）

利払日 毎年１月23日及び７月23日

利息支払の方法 １．利息支払の方法及び期限

（1）利息支払の方法

① 本社債の利息は、払込期日（当日を含む。）から償還期日（当日を含ま

ない。）までつけ、2027年１月23日を第１回の利息支払期日としてその

日までの分を支払い、その後毎年１月23日及び７月23日（第１回の利息

支払期日を含め、以下「利息支払期日」という。）に各その日までの分

を支払う。

② 利息支払期日が本号⑤に定める銀行休業日に当たるときは、その前銀行

営業日にこれを繰り上げる。

③ 各利息計算期間（下記に定義する。）に関し、各社債権者へ支払われる

利息額は、口座管理機関（別記「振替機関」欄記載の振替機関の振替業

に係る業務規程等の規則（以下「業務規程等」という。）に定める口座

管理機関をいう。）における各社債権者の口座ごとの各社債の金額の総

額に一通貨あたりの利子額を乗じて計算し、円位未満の端数が生じた場

合はこれを切り捨てる。一通貨あたりの利子額は、業務規程等に従い、

１円に別記「利率」欄の規定に基づき決定される利率を乗じて得られる

金額に、当該利息計算期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を

乗じることにより、これを計算する。なお、小数点以下第13位未満の端

数が生じた場合はこれを切り捨てる。

「利息計算期間」とは、各利息支払期日について、当該利息支払期日の

直前の利息支払期日（当日を含む。）から当該利息支払期日（当日を含

まない。）までの期間をいう。ただし、初回の利息計算期間は、払込期

日（当日を含む。）から第１回の利息支払期日（当日を含まない。）ま

での期間をいう。

④ 償還期日後は、利息をつけない。

⑤ 銀行営業日とは、東京において商業銀行が営業を行っている日をいい、

銀行営業日でない日を銀行休業日という。

（2）各利息計算期間の適用利率の決定

① 別記「利率」欄の規定に基づき決定される本社債の利率の計算に使用す

る「TONA（日次累積複利レート）」とは、各金利参照期間（下記に定義

する。）に属する各銀行営業日のTONA（下記に定義する。）としてその

翌銀行営業日において日本銀行（又はそのレートの管理を承継するその

他の者）が提供又は公表する確報値（平均として公表されている値。以

下「確報値」という。）を参照する手法を用いて算出される当該金利参

照期間におけるTONAの日次累積複利（金利参照期間に属する各銀行休業

日についてはその前銀行営業日のTONAの確報値を複利計算せずに適用す

る。）の値を、当該金利参照期間に含まれる暦日数で除し、365を乗じ

て計算される利率（小数点以下第６位を四捨五入する。）をいう。別記

「利率」欄の規定に基づき決定される本社債の利率は各利率決定日（下

記に定義する。）に当行がこれを決定する。

1



「金利参照期間」とは、各利息計算期間について、当該利息計算期間の

初日の10銀行営業日前の日（同日を含む。）から当該利息計算期間の利

息支払期日の10銀行営業日前の日（同日を含まない。）までの期間をい

う。

「利率決定日」とは、各利息計算期間について、当該利息計算期間の利

息支払期日の10銀行営業日前の日をいう。

「TONA」とは、無担保コールオーバーナイト（O/N）物レートをいう。

② 各利率決定日において、当該利率決定日に対応する金利参照期間に属す

る各銀行営業日について、TONAの確報値が日本銀行（又はそのレートの

管理を承継するその他の者）によって提供又は公表されていない場合に

は、推奨代替レート（下記に定義する。）が存在する場合には本号③の

規定に基づく通知を行ったうえでこれを参照し、推奨代替レートが存在

しない場合及び推奨代替レートは存在するものの本号③の規定に基づく

通知が通知期日までに間に合わない場合には、当該利率決定日時点で提

供又は公表されている当該銀行営業日の直前の銀行営業日のTONAの確報

値を本号①において、当該銀行営業日のTONAとみなす。

当行は、本号②の規定に従い推奨代替レートを参照する場合、その時点

における市場慣行を考慮のうえ、本社債の社債要項に定める規定（利息

の日割計算若しくは営業日調整に関する規定、又は営業日、利率決定日

若しくはTONA（日次累積複利レート）の定義を含むが、これらに限られ

ない。）について、推奨代替レートによるTONA（日次累積複利レート）

の代替を反映するために合理的に必要かつ適切と判断する変更を行うこ

と、及びこれに関連する一切の行為ができるものとし、本社債の社債権

者はこれらに予め同意する。

「推奨代替レート」とは、関連当局等（下記に定義する。）によって、

TONAの代替レートとして承認又は推奨されるレート（あらゆるスプレッ

ド又は調整を含む。）をいう。

「関連当局等」とは、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)をいう。

(ⅰ)  日本の中央銀行、財務当局、又は金融当局

(ⅱ)  日本の中央銀行、財務当局、又は金融当局が公式に承認する、主

催する若しくは運営事務を司る、若しくはその要請により設立される会

議体（作業部会、委員会及び勉強会を含む。）

③ 当行は、本号②の規定に従い推奨代替レートを参照する場合、その旨及

び本社債の社債要項に定める規定の変更内容を、当該利率決定日の前銀

行営業日までに本社債の社債権者及び財務代理人に対し通知する。

④ 当行は、財務代理人に本号①及び②に定める利率確認事務を委託し、財

務代理人は利率決定日に当該利率を確認する。なお、当該利率の計算

は、利率決定日翌営業日以降は確定的であり拘束力を有するものとし、

本社債の社債権者はかかる計算に対し異議を述べない。

⑤ 当行及び財務代理人はその本店において、各利率決定日から５銀行営業

日以内（利率決定日を含む。）に、上記により決定された本社債の利率

を、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

２．利息の支払場所

別記（（注）10.「元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 2031年７月23日

償還の方法 １．償還金額

各社債の金額100円につき金100円

２．償還の方法及び期限

（1）本社債の元金は、2031年７月23日にその総額を償還する。

（2）償還期日が別記「利息支払の方法」欄第１項第（1）号⑤に定める銀行

休業日に当たるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

（3）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことが

できる。

３．償還元金の支払場所

別記（（注）10.「元利金の支払」）記載のとおり。
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募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申

込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2026年７月８日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年７月23日

振替機関 株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保 本社債には、担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保さ

れている資産はない。

財務上の特約

（担保提供制限）

１．当行は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行後、当行が国内

で既に発行した、又は国内で今後発行する他の無担保社債（本社債と同

時に発行する第214回無担保社債（社債間限定同順位特約付）、第215回

無担保社債（社債間限定同順位特約付）、第216回無担保社債（社債間限

定同順位特約付）及び第217回無担保社債（社債間限定同順位特約付）を

含む。ただし、別記「財務上の特約（その他の条項）」欄で定義する担

付切換条項が特約されている無担保社債を除く。）のために担保付社債

信託法（明治38年法律第52号。その後の改正を含む。以下同じ。）に基

づき担保権を設定する場合には、本社債にも同法に基づき、同順位の担

保権を設定する。なお、本項及び以下において社債とは、株式会社日本

政策投資銀行法（平成19年法律第85号。その後の改正を含む。）（以下

「ＤＢＪ法」という。）第５条第１項に基づき発行される日本政策投資

銀行債を含む。

２．当行が、本欄第１項により本社債のために担保権を設定する場合は、当

行は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付

社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告する。

財務上の特約

（その他の条項）

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていない。担付切換

条項とは純資産額維持条項等当行の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限

の利益を喪失する旨の特約を解除するために担保権を設定する旨の特約、又は

当行が自らいつでも担保権を設定することができる旨の特約をいう。

　（注）

　１．信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付

（1）株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）

本社債について、当行はR&IからAA+の信用格付を2026年７月８日付で取得している。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履行

される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リスク、

市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものではない。

R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&Iは、明示・

黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定

目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確性等

について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更することがあ

る。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。利息・配当の繰り

延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まったとR&Iが判断した場

合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資に当たって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得ること

が知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ（https://www.

r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の「一覧はこちら」をク

リックしたリポート検索画面に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手するこ

とができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

R&I：電話番号　03-6273-7471

（2）株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

本社債について、当行はJCRからAAAの信用格付を2026年７月８日付で取得している。
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JCRの信用格付は、格付対象となる債務について約定どおり履行される確実性の程度を等級をもって示すもので

ある。

JCRの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのJCRの現時点での総合的な意見の表明であり、当該確実

性の程度を完全に表示しているものではない。また、JCRの信用格付は、デフォルト率や損失の程度を予想する

ものではない。JCRの信用格付の評価の対象には、価格変動リスクや市場流動性リスクなど、債務履行の確実性

の程度以外の事項は含まれない。

JCRの信用格付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直され、変動する。

また、JCRの信用格付の付与にあたり利用した情報は、JCRが格付対象の発行体及び正確で信頼すべき情報源か

ら入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的又はその他の理由により誤りが存在する可能性があ

る。

本社債の申込期間中に本社債に関してJCRが公表する情報へのリンク先は、JCRのホームページ

（https://www.jcr.co.jp/）の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」をクリックして表示される「ニュー

スリリース」（https://www.jcr.co.jp/release/）に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情に

より情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

JCR：電話番号　03-3544-7013

（3）ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。）

本社債について、当行はムーディーズからA1の信用格付を2026年７月８日付で取得している。

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リスクについての

ムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務を期日

に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産上の損失と定義し

ている。ムーディーズの信用格付は、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動性リスク及びその他のリスク

について言及するものではない。ムーディーズの信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するものでは

なく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではない。ムーディーズは、いかなる形式又は方法

によっても、これらの格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的

への適合性について、（明示的、黙示的を問わず）いかなる保証も行っていない。発行体又は債務の信用リス

クは、発行体から入手した情報、又は公開情報に基づき評価される。ムーディーズは、信用格付を付与する際

に用いる情報が十分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであ

ることを確保するため、全ての必要な措置を講じている。しかし、ムーディーズは監査を行うものではなく、

格付の過程で受領した情報について常に独自に確認することはできない。ムーディーズは、必要と判断した場

合に本格付を変更することがある。また、ムーディーズは、資料、情報の不足や、その他の状況により、本格

付を取り下げることがある。

本社債の申込期間中に本社債に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムーディーズのホーム

ページ（https://www.moodys.com/web/ja/jp.html）の「信用格付事業」の「詳細を見る」をクリックして表示

される「格付・規制」の「格付ニュース」に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報

を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

ムーディーズ：電話番号　03-5408-4100

（4）S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社（以下「S&P」という。）

本社債について、当行はS&PからAの信用格付を2026年７月８日付で取得している。

S&Pの信用格付は、発行体又は特定の債務の将来の信用力に関するS&Pの現時点における意見であり、発行体又

は特定の債務が債務不履行に陥る確率を示す指標でも、信用力に対する保証でもない。またS&Pの信用格付は、

証券の購入、売却若しくは保有を推奨するもの、又は債務の市場流動性若しくは流通市場における価格を示す

ものではない。

S&Pは信用格付の安定性を格付分析の重要な要素として織り込んだ上で、信用格付を付与している。しかしなが

ら、信用格付はさまざまな要因により変動する可能性があり、その要因には、発行体の業績や外部環境の変化

などが含まれる。

S&Pは格付分析を行う際に、信頼しうると判断した情報源（発行体を含む）から提供された情報を利用してい

る。S&Pは、当初の格付分析又はサーベイランスのプロセスにおいて発行体やその他の第三者から受け取った情

報について、監査、デュー・デリジェンス、又は独自の検証を行っておらず、またその完全性や正確性を立証

する義務を負っていない。S&Pに提供された情報に、不正確な情報若しくは情報の欠落、又はその両方が含まれ

る可能性があり、実際に含まれる場合にはそれらが格付分析に影響を与えるおそれがある。

S&Pでは、本信用格付の分析に関し、格付意見に達するのに必要な水準を満たす品質の情報が十分に備わってい

ると考えている。しかしながら、S&Pによる発行体格付又は個別債務格付の付与をもって、S&Pが格付付与に際

して利用した情報、又は当該信用格付若しくは関連情報の利用により得た結果について、その正確性、完全性

又は適時性が保証されると見なすべきではない。
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本社債の申込期間中に本社債に関してS&Pが公表する情報へのリンク先は、S&Pのホームページ

（https://www.spglobal.com/ratings/jp/）の「ライブラリ・規制関連」の「信用格付けの概要（SPRJ）」を

クリックして表示される「信用格付けの概要（S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社）」

（https://www.spglobal.com/ratings/jp/regulatory/jpcrlist/-/pcr-details/pcr/corporates）に掲載され

ている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の

連絡先は以下のとおり。

S&P：電話番号　03-4572-6000

　２．社債等振替法の適用

本社債は、社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含む。）（以下「社債等振

替法」という。）の規定の適用を受けるものとし、同法第67条第１項の規定により本社債の社債券は発行しな

い。

　３．社債の管理

本社債には会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含む。以下同じ。）第702条ただし書の規定に基づき、

社債管理者は設置されていない。

　４．期限の利益喪失事由

本社債の期限の利益喪失事由は、次の各号に掲げるものとする。

（1）当行が別記「利息支払の方法」欄第１項の規定に違背し、５営業日以内に履行又は治癒されないとき。

（2）当行が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄の規定に違背したとき。

（3）当行が本社債以外の社債及びＤＢＪ法附則第15条第１項の規定により当行が日本政策投資銀行より承継した債

務に係る債券（以下「承継債券」という。）について期限の利益を喪失し、又は期限が到来しても弁済するこ

とができないとき。

（4）当行が社債及び承継債券を除く借入金債務について、期限の利益を喪失したとき、又は当行以外の社債若しく

はその他の借入金債務に対して当行が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が50億円を超えない場合は、この限り

でない。

（5）当行が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てをし、又は解散（合併の場合を

除く。）の決議をしたとき。

（6）当行が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定、又は特別清算開始の命令を受け

たとき。

　５．期限の利益喪失の公告

本（注）４．の規定により当行が本社債について期限の利益を喪失したときは、当行はその旨を本（注）６．に

定める方法により公告する。

　６．公告の方法

（1）本社債につき公告の必要が生じた場合は、法令に別段の定めがあるものを除き、当行の定款所定の方法並びに

東京都及び大阪市で発行される各１種以上の新聞紙に掲載することにより行う。ただし、重複するものがある

ときは、これを省略することができる。

（2）当行が定款の変更により、公告の方法を電子公告とした場合は、法令に別段の定めがあるものを除き、電子公

告の方法によりこれを行うものとする。ただし、電子公告の方法によることができない事故その他のやむを得

ない事由が生じた場合は、当行の定款所定の方法並びに東京都及び大阪市で発行される各１種以上の新聞紙に

掲載することによりこれを行う。ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。

　７．社債要項の公示

当行は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

　８．社債権者集会

（1）本社債の社債権者集会は、本社債の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債（以下「本種類

の社債」という。）の社債権者により組織され、当行がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間

前までに、社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号に掲げる事項を公告する。

（2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

（3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除き、当行が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の10分の

１以上に当たる本種類の社債を有する社債権者は、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した

書面を当行に提出して、社債権者集会の招集を請求することができる。

　９．追加発行

当行は、随時、本社債の社債権者の同意なしに、本社債と初回利払日及び払込金額を除く全ての点において同じ

要項を有し、本社債と併合されることとなる社債（以下「追加社債」という。）を追加発行することができる。

追加社債の払込期日以降、本社債に関する各規定は、当該追加社債にも及ぶものとする。

　10．元利金の支払
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本社債に係る元利金は、社債等振替法及び業務規程等に従って支払われる。

　11．財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社みずほ銀行
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２【社債の引受け及び社債管理の委託】

（１）【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
（百万円）

引受けの条件

ＳＭＢＣ日興証券株式会社

野村證券株式会社

東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

東京都中央区日本橋一丁目13番１号

4,800

3,100

１．引受人は本社債の全額

につき、共同して買取

引受を行う。

２．本社債の引受手数料

は、各社債の金額100

円につき金22.5銭とす

る。

計 － 7,900 －

（２）【社債管理の委託】

該当事項はありません。
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３【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

7,900,000,000 20,000,000 7,880,000,000

（注）発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

（２）【手取金の使途】

上記差引手取概算額7,880,000,000円は、貸出金や有価証券取得等の長期的投資資金及び業務運営上の経費支払等

の一般運転資金に充当する予定でありますが、具体的な使途別の内容、金額及び支出予定時期については、資金

繰りの状況等に応じて決定する予定であります。

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項はありません。

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第18期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）2026年６月26日関東財務局長に提出

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提

出日以後、本発行登録追補書類提出日（2026年７月８日）までの間において生じた変更その他の事由はありません。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録追補書類提出日現

在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社日本政策投資銀行本店

（東京都千代田区大手町一丁目９番６号）

第四部【保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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﻿

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

会社名 株式会社日本政策投資銀行

代表者の役職氏名 代表取締役社長　地下　誠二

１　当行は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

２　当行は、本邦において発行登録書の提出日（2024年８月22日）以前５年間にその募集に係る有価証券届出書又は発行

登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券の券面総額又は振替社債の総額が100億円以上で

あります。

（参考）

第189回無担保社債（2024年７月12日の募集）券面総額又は振替社債の総額　　100億円

合計額　　100億円
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

  

１．事業内容の概要 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、2026年３月 31日現在、当行、子会社 109社（うちＤＢＪアセットマ

ネジメント株式会社等の連結子会社 42社、非連結子会社 67社）及び関連会社 31社（持分法適用関連会社）で構成さ

れております。 

また、当行グループは、長期資金の供給（出融資）を主たる業務としております。 

 

当行は、当行設立の根拠である「株式会社日本政策投資銀行法」（平成 19年法律第 85号。以下「ＤＢＪ法」とい 

う。）に基づく業務を行っております。なお、当行の事業の内容については、以下のとおりであります。  

  

○目的    出資と融資を一体的に行う手法その他高度な金融上の手法を用いることにより、長期の事業資金に係

る投融資機能を発揮し、長期の事業資金を必要とするお客様に対する資金供給の円滑化及び金融機能

の高度化に寄与すること。  

  

○業務の範囲 日本政策投資銀行（以下「旧ＤＢＪ」という。）の業務（出資・融資・債務保証等）を基本として、高

度な金融上の手法を活用した業務を行うとともに、資金調達面では主に社債や長期借入金による調達

に加え、国の財政投融資計画に基づく財政融資資金、政府保証債等の長期・安定的な資金調達を行うこ

ととしております。  

  

○業務の内容 当行は、長期資金の供給をはじめとする機能を複合的に発揮することにより、お客様への「投融資一体

型金融サービス」の提供を行っております。具体的には、シニアローンから、メザニン、エクイティま

でシームレスに対応するとともに、アレンジメント、アドバイザリー等のサービスも展開しておりま

す。  

  

○政府との関係について 

(1)政府関与の縮小と、自主的な経営への移行（ＤＢＪ法に設ける主な規定） 

・予算統制の廃止 

旧ＤＢＪは政府関係機関予算（国会議決）の対象でありましたが、当行については対象となっておりません。  

  

・社債や借入金 

通常、特殊会社においては、社債や借入金は個別認可制でありますが、当行においては業務の特性に照らして包

括認可制となっております。 

  

・投資目的の子会社保有 

投資目的の子会社の保有についての規制はありません。ただし、銀行、金融商品取引業者、貸金業者等の子会社

の保有については認可制となっております。  

  

・その他 

当行の事業計画、定款変更及び代表取締役等の選解任の決議等については認可制となっております。 

  

(2)預金受入れ等に伴う金融監督上の関与 

・ＤＢＪ法に基づき、当行の主務大臣は財務大臣及び国土交通大臣（承継資産の一部の管理に限る。）となってお

りますが、預金受入れ又は金融債発行の開始には主務大臣である財務大臣の承認と内閣総理大臣（金融庁）の同

意が必要となっております。  

  

・預金受入れ又は金融債発行を開始した場合には、銀行法の規制（預金者への情報提供、大口信用規制、アームズ

レングスルール等）を準用するとともに、財務・業務について内閣総理大臣（金融庁）が共管の主務大臣となり

ます。  

  

・デリバティブ取引等の金融商品取引業の一部を営むため登録金融機関として登録を行っております。  
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(3)資金調達上の措置  

長期の事業資金を必要とするお客様に対する資金供給の円滑化及び金融機能の高度化への寄与という当行の目

的を果たしつつ、自力での安定した資金調達体制への円滑な移行を図るため、移行期間（当行設立から完全民営化

までの間）内に限り政府保証債の発行や財政融資資金借入が措置されております。 

 

(4)危機対応業務 

内外金融秩序の混乱、大規模な災害、テロリズム、感染症等の危機による被害に対処するために必要な資金（特

定資金）を、政府の指定を受けた金融機関（指定金融機関）が、株式会社日本政策金融公庫からの信用供与等（①

ツーステップ・ローン、②損害担保、③利子補給）を受け、迅速かつ円滑に供給するものです。  

  

  

(5)特定投資業務  

民間による成長資金の供給の促進を図るため、国からの一部出資（産投出資）を活用し、企業の競争力強化や地

域活性化の観点から、成長資金の供給を時限的・集中的に実施するものです。   
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○根拠法改正等について 

当行は、指定金融機関として危機対応業務を行っておりますが、2008年秋以降の世界的な金融・経済危機に際し、

万全の取組を確保するため、政府出資（交付国債の償還による増資を含む。）を通じた当行の財務基盤強化を可能と

する「株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律」（以下「ＤＢＪ法改正法」という。）が 2009 年７月３日

に公布・施行されました。 

ＤＢＪ法改正法により、2012 年３月末までは政府出資が可能とされたことに加え、政府保有株式の処分期限が当

行設立後おおむね５～７年後を目途から増資対象期間終了後おおむね５～７年後を目途として行うこととされまし

た。  

  

その後、「東日本大震災」に係る危機対応業務への取組に伴い、「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律」（平成 23 年法律第 40 号）によりＤＢＪ法の読替え・改正が実施され、当行による危機対応業

務の円滑な実施を確保するための政府出資の可能期限等がそれぞれ 2012 年３月末から 2015 年３月末まで延長され

ました。  

政府保有株式の処分期限についても、従来の「2012年４月からおおむね５～７年後を目途」から、「2015年４月か

らおおむね５～７年後を目途」まで延期されました。  

また、政府による、当行の組織の在り方を見直し、必要な措置を講ずる期限が、2011年度末から 2014年度末に延

期され、それまでの間においては、政府はその保有する当行の株式を処分しないものとされました。  

  

さらに、このような根拠法改正の経緯や、政府における「成長資金の供給促進に関する検討会」（2014 年 10 月８

日第１回開催、同年 11月 14日第６回開催（中間とりまとめ））での議論等を踏まえ、「株式会社日本政策投資銀行法

の一部を改正する法律」（平成 27年法律第 23号。以下「平成 27年改正法」という。）が 2015 年５月 20 日に公布・

施行されております。平成 27 年改正法においては、当行の完全民営化の方針を維持しつつ、大規模な災害や経済危

機等に対処するための資金の供給確保に万全を期すとともに、地域経済の活性化や企業の競争力強化等に資する成長

資金の供給を促進する観点から、民間における金融の現状等を踏まえて、以下のとおり、所要の措置が講じられてお

ります。  

  

(1)危機対応業務 

当分の間、当行による危機対応業務を義務付け、その適確な実施のための政府出資（交付国債の償還によるもの

を含む。）に係る期限の延長等を実施。  

(2)特定投資業務  

当行は、民間による成長資金の供給の促進を図るため、2020年度末までの間、地域活性化や企業の競争力の強化

に特に資する出資等（特定投資業務）を集中的に実施し、2025年度末までに当該業務を完了するよう努めること

とし、政府は、このために必要な出資等を実施。  

なお、特定投資業務については、一般の金融機関が行う金融及び民間の投資を補完し、又は奨励することを旨と

することとされている。  

(3)政府による株式の保有等 

上記の各業務の適確な実施を確保する観点から、政府に対し、①危機対応業務に対応して、当分の間、発行済株

式の３分の１を超える株式、②特定投資業務に対応して、当行が特定投資業務を完了するまでの間、発行済株式

の２分の１以上の株式の保有を義務付ける。  

(4)適正な競争関係の確保 

当分の間、当行に対し、その業務を行うに当たって、他の事業者との間の適正な競争関係を阻害することのない

よう特に配慮することを義務付ける。  

特に、特定投資業務の遂行に当たっては、金融機関をはじめとする関係者とより一層の円滑な対話を進める。  

  

また、政府における「（株）日本政策投資銀行の特定投資業務の在り方に関する検討会」（2019年 10月３日第１回

開催、同年 11月 26日第４回開催（とりまとめ））での議論等を踏まえ、「株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正

する法律」（令和２年法律第 29号。以下、「令和２年改正法」という。）が 2020年５月 22日に公布・施行されており

ます。令和２年改正法においては、特定投資業務について、以下のとおり所要の措置を講ずることとされています。  

(1)投資決定期限及び政府による出資期限を 2021年３月 31日から 2026年３月 31日まで延長。  

(2)業務完了期限を 2026年３月 31日から 2031年３月 31日まで延長。 

 

なお、政府における「(株)日本政策投資銀行の特定投資業務に関する勉強会」（2024 年 10 月 17 日第１回開催、同

年 11月 19日第４回開催（とりまとめ））での議論等を踏まえ、「株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律」

（令和７年法律第 36号。以下、「令和７年改正法」という。）が 2025年５月 16日に公布・施行されております。令和

７年改正法においては、特定投資業務について、以下のとおり所要の措置を講ずることとされています。 

(1)投資決定期限及び政府による出資期限を 2026年３月 31日から 2031年３月 31日まで延長。 
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(2)業務完了期限を 2031年３月 31日から 2041年３月 31日まで延長。 
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 ２．主要な経営指標等の推移 

(1) 主要な経営指標等の推移(連結) 

 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

 

(自 2021年 
  ４月１日 
 至 2022年 

  ３月 31日) 

(自 2022年 
  ４月１日 
 至 2023年 

  ３月 31日) 

(自 2023年 
  ４月１日 
 至 2024年 

  ３月 31日) 

(自 2024年 
  ４月１日 
 至 2025年 

  ３月 31日) 

(自 2025年 
  ４月１日 
 至 2026年 

  ３月 31日) 

連結経常収益 百万円 310,349 374,584 410,882 392,086 501,728 

連結経常利益 百万円 86,134 135,387 147,844 113,380 202,495 

親会社株主に帰属する当期

純利益 
百万円 57,612 92,775 103,205 83,752 149,619 

連結包括利益 百万円 56,312 132,021 93,658 78,017 139,119 

連結純資産額 百万円 3,832,062 3,963,784 4,108,846 4,161,963 4,328,367 

連結総資産額 百万円 21,508,591 21,482,420 21,698,605 21,549,329 21,372,723 

１株当たり純資産額 円 65,892.29 68,285.56 69,826.09 70,999.17 72,957.82 

１株当たり当期純利益 円 1,382.07 1,889.44 2,229.02 1,736.13 2,817.34 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 

円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 17.74 18.37 18.86 19.24 20.19 

連結自己資本利益率 ％ 1.54 2.39 2.57 2.03 3.54 

連結株価収益率 倍 － － － － － 

営業活動によるキャッシュ 
・フロー 

百万円 448,354 △1,002,217 525,231 △307,773 72,758 

投資活動によるキャッシュ 
・フロー 

百万円 △517,295 299,164 △181,786 △348,899 147,717 

財務活動によるキャッシュ 
・フロー 

百万円 70,970 △1,814 51,614 △27,556 33,852 

現金及び現金同等物の期末 
残高 

百万円 2,145,247 1,442,360 1,839,023 1,149,976 1,403,604 

従業員数 
人 

1,809 1,839 1,850 1,901 1,955 

［外、平均臨時従業員数］ ［156］ ［167］ ［179］ ［168］ ［174］ 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出して 

おります。 

３．従業員数は、嘱託及び臨時従業員の平均雇用人員を［ ］内に外書きで記載しております。 
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(2) 当行の主要な経営指標等の推移 

回次 第 14期 第 15期 第 16期 第 17期 第 18期 

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月 

経常収益 百万円 280,207 331,444 374,023 348,804 463,809 

経常利益 百万円 82,156 128,633 140,546 106,575 197,894 

当期純利益 百万円 56,832 94,573 97,125 80,602 143,811 

資本金 百万円 1,000,424 1,000,424 1,000,424 1,000,424 1,000,424 

発行済株式総数 千株 43,632 43,632 43,632 43,632 43,632 

純資産額 百万円 3,758,881 3,886,598 4,009,152 4,056,905 4,211,505 

総資産額 百万円 21,188,490 21,160,526 21,353,335 21,218,157 21,038,493 

預金残高 百万円 － － － － － 

貸出金残高 百万円 14,490,758 15,176,293 14,922,265 14,869,461 14,721,611 

有価証券残高 百万円 3,086,107 2,996,588 3,299,330 3,682,188 3,654,896 

１株当たり純資産額 円 64,581.04 66,906.79 67,903.29 68,951.18 70,598.85 

１株当たり配当額 円 358 419 490 370 518 

（内１株当たり中間配当

額） 
（円） (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益 円 1,364.19 1,930.64 2,089.67 1,663.92 2,684.21 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 

円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 17.74 18.37 18.78 19.12 20.02 

自己資本利益率 ％ 1.58 2.54 2.50 2.03 3.55 

株価収益率 倍 － － － － － 

配当性向 ％ 24.97 24.95 24.99 24.95 24.99 

従業員数 
人 

1,257 1,270 1,261 1,280 1,324 

［外、平均臨時従業員数］ ［104］ ［115］ ［125］ ［115］ ［124］ 

株主総利回り 
％ 

－ － － － － 

（比較指標：－） (－) (－) (－) (－) (－) 

最高株価 円 － － － － － 

最低株価 円 － － － － － 

（注）１．１株当たり純資産額の算定にあたっては、株式会社日本政策投資銀行の会計に関する省令に基づき、上表の純

資産額から危機対応準備金、特定投資準備金のうち国庫に帰属すべき額に相当する金額及び特定投資剰余金の

うち国庫に帰属すべき額に相当する金額を除いた金額を純資産額としております。 

２．１株当たり当期純利益の算定にあたっては、株式会社日本政策投資銀行の会計に関する省令に基づき、上表の

当期純利益から特定投資業務に係る当期純利益又は当期純損失のうち国庫に帰属すべき額に相当する金額を

除いた金額を当期純利益としております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

５．従業員数は、嘱託及び臨時従業員の平均雇用人員を［ ］内に外書きで記載しております。 

６．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当行株式は非上場でありますので記載しており

ません。 
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